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顾华祥：论去极端化的法治措施
——兼解读 《新疆维吾尔自治区去极端化条例》（2018）
　　在56个民族构成的多民族国家中国，“培育中华民族共同体意识” 已经提出很长时间了。在这之
间，中国政府指出，所谓“中华民族多元一体格局”，是“一体包含多元，多元组成一体，一体离不
开多元，多元也离不开一体，一体是主线和方向，多元是要素和动力，两者辩证统一。”（《人民日报》
2014年9月30日）《新疆维吾尔自治区去极端化条例》（2018年修订），就是一部反映这种国家意志的
法律。这部《去极端化条例》的主要目的在于“禁止利用宗教宣传极端思想、从事极端活动，依法取
缔和遏制宗教极端势力”。在中国，把某种宗教奉为国教并以此作为立国之基础，这样的宗教观是不
被允许的。
　　在中国，新疆被界定为“国家反恐主战场”，那里设置了“再教育机构”，对居民进行极端思想审
查，对嫌疑者加以留置，进行强制转化。这也就是《去极端化条例》第33条所规定的：“职业技能教
育培训中心等教育转化机构应当开展国家通用语言文字、法律法规和职业技能教育培训工作，组织开
展去极端化思想教育、心理矫治、行为矫正，促进受教育培训人员思想转化，回归社会、回归家庭”。
　　对于那些世世代代永久居住在新疆并且信奉伊斯兰教的维吾尔族而言，现在这种推进多元的一体
化，也就是少数民族“中国化”的特殊法律，难道不会对他们的人权，特别是那些思想、语言以及宗
教等文化性的基本权利，形成压制吗？这种情况正面临来自世界各地的疑问和批评。这是因为，那种
认为具有某种民族出身，就能够作为价值主体而居于高贵地位的种族主义思想，不仅与世界潮流相逆
反，而且是与《国际人权条约》第27条背道而驰的。今天，中国提出的“中华民族共同体”，其虚实
真假，正遭遇世人的拷问。
　　本文作者顾华祥，系中共新疆维吾尔自治区委员会的立法顾问、新疆师范大学客座教授。正因为
如此，我想他的论文是对当下中国法治状况的忠实表现。在中国，“党的领导”位于宪法之上，法律
依据“党的领导”来制定，如果拙译能够对各位读者在客观看待此种立法实际样态上有所帮助，那我
就深感荣幸了。在“译者后记”当中，译者从“人的尊严”与“少数民族的人权与多元文化尊重”的
观点出发，也就是从“价值相对主义”的立场出发，对于顾华祥先生的论文提出了一些批评。与此同
时，我也介绍了王欣的论文（2018），她在当前严格言论控制的情况下，提倡民主与宽容，主张“应
当从去极端化向反对极端主义转换”。
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1．顧華詳著述：本文・目次
　 序
　（1）法に依って過激化の取り締まりを堅持することは、法に依って新疆を管理し、新
疆工作の総目標を実現する重要な措置である
　（2）過激化は、社会の平穏と長期にわたる安定を危うくする重要な要因であるから、
それを法に依って取締まり抑制することが、抜本的な方策である
　（3）過激化除去を推進する法的根拠は十分あり、法に依り継続的に厳しく取締まりの
を堅持することが打開へのカギである
　（4）過激化を除去し、祖国の統一と民族の団結を維持し保護することは、最も重要な
国家最高の利益であり、そこにこそ中華民族の根本的利益が存在する
2．訳者あとがき
　 Ⅰ．「実定法の不法」と不寛容　　Ⅱ．「過激化除去条例」の背景　　
　 Ⅲ．民族自治と「文化的同化」　　Ⅳ．宗教の自由と寛容
　 Ⅴ．民族共同体意識とは何か
   
1．顧華詳著：本　文
　 序
　過激化は世界的な問題である。民族分裂や暴力テロの思想的基盤は過激主義である。過激的思想
と民族分裂・暴力テロ思想とは、双子のような関係がある。過激化と宗教の信条とは背馳してお
り、それは個人或いはある組織や勢力の罪悪に満ちた目的を果たすため、なんら代価を惜しむこと
なく過激的な手段を用いて、公衆または国の政治的安全を脅かし、攻撃しまたは浸透・転覆・破壊
するような犯罪行為を行い、宗教的過激、暴力テロ及び民族分裂の「三大勢力」がすでに一体化さ
れ、国家の全般的安全に対する最も重大な脅威の要素となっている。根本的に解決する方策として
は、法に依り過激主義を防止、処罰ないし除去することで民族分裂主義および暴力テロリズムを防
遏し、かつ取り締まることができる。中国共産党第19回全国代表大会における報告では、「国家の
安全を守る」という視点から、明確に「さまざまな浸透・転覆・破壊活動や、暴力テロ活動、民族
分裂活動、過激な宗教活動を厳重に防止し、断固として取り締まる」（1）という要請を提起した。
過激化除去は、党中央の新疆管理方略を全面的かつ断固として貫徹し、新疆工作の総目標を実現す
るための戦略的配置にほかならない。「宗教を利用して過激思想を宣伝することおよび過激活動に
従事することを禁止し、法に依り宗教的過激勢力を取り締まり、宗教的過激勢力を抑制する」（2）
ことが国家の意志と主張となる。中国における反過激主義の法体系は、憲法、刑法および行政法の
レベルにおいてすでに基本的に構築され、とくに『中華人民共和国刑法修正案（九）』（以下刑法改
正案（九）と記す）（3）においては、テロリズム・過激主義による犯罪活動に対する処罰を強める
ため、過激主義に関連する行為を犯罪行為とみなす規定は、過激化除去に対する法的規制の効果を
高める法治の基礎を築き上げた。『新疆ウイグル自治区過激化除去条例』はその具体的措置を明確
化したもので、その法的実践に先駆けて政策を試行するという意義をもっており、国内外で最も重
視すべきものである。
顧華詳：過激化除去の法治措置について　―『新疆ウイグル自治区過激化除去条例』の解読を兼ねて―　105
（１）法に依って過激化の取り締まりを堅持することは、法に依って新疆を管理し、新疆工作の総
目標を実現するための重要な措置である
１．過激化は、人類文明の共同ボトムライン（原文=底線）に敵意をもって、ほしいままに闘いを
挑み、蹂躙しようとしている。過激勢力がしばしば暴力テロ事件を起こすのは、あらゆる民族分裂
を実現し、国家統一の破壊することを目的としている。その包括的かつ根本的な問題点を分析すれ
ば、過激化は暴力テロや民族分裂を図る犯罪の元凶にほかならず、暴力テロや民族分裂活動は巨大
な政治的かつ社会的被害を与えるものであるから、許すことのできない大罪であることは明らかで
ある。人権を尊重し保障する憲法の原則を貫徹し、社会主義法治国家を建設し、国家責任制度を改
善することは、国家管理体系・管理能力の近代化を推進するための必然的な選択である。（4）過激
化を除去することは、疑問の余地なく国家責任の一つであり、法に依り国を治める原理に基づいた
権利の保護、損害の救済および生存を支えることに関連する制度の重要な内容の一つでもある。そ
れゆえ、『中華人民共和国憲法』、『中華人民共和国刑法』、『中華人民共和国国家安全法』、『中華人
民共和国反テロリズム法』、国務院の『宗教事務条例』、『新疆ウイグル自治区宗教事務条例』およ
び過激化除去条例など、関連法律と法規においては、全面的かつ明確に、過激化の除去が社会の平
穏と長期にわたる安定を実現するための重要な工作の一つであると規定されている。
２．中国の法律は、断固として過激化行為を防止し、抑制し、処罰する。憲法、国家安全法および
反テロリズム法も、過激化を食い止め、取り締まることについて明確に規定し、国家は民族分裂活
動を防止し、抑制し、法により処罰し、いかなる形であれ宗教の信条を歪曲したり、その他の方法
をもって敵視や差別を扇動したり、暴力を鼓吹するような過激主義に反対し、テロリズムの思想的
基礎を除去しようとするものである。国家の安全を守ることは、国家の法的規制における重点的な
領域であり、法により継続的に過激化除去・反テロ維穏（訳注：社会安定の維持）の法治化を推進
し、全面的に新疆の管理体系と管理能力近代化に関する頂層設計（訳注：全体計画および立案）の
水準を高め、党・政・軍・警・兵・民の調和のとれた連動した仕組みをより完全なものにして、プ
ラスのエネルギーをもって思想・世論の陣地を制覇することを堅持しなければならない。さらにイ
デオロギー領域の安全を守って、過激化除去を反テロ維穏・掃黒除悪（訳注：悪を取り除く）と緊
密に連携することは、国家安全法、反スパイ法およびインターネット安全法における規制の重点の
一つといってよい。総体的な国家安全観をもって過激化除去の実践を指導することを堅持し、法に
より国家の安全を危うくする行為、とくに宗教による過激な浸透・転覆・破壊活動を厳しく取り締
まることは、共建・共治・共享の社会管理の仕組みを作り上げることを堅持する、国家の安全を守
るための現実的な需要であるといえよう。　　
３．法に依り過激化を防止し、制止し、処罰することが法に依り新疆を管理するための重要な措
置である。過激化を抑制することは世界各国が直面する共通の課題である。極端化除去条例は中国
における最初の過激化除去に関する専門領域の法規であり、法に依り新疆を管理し、法治新疆を建
設し、新疆の管理体系と管理能力を高めることを全面的に推進するための一つの重要な立法でもあ
る。過激化除去条例において「過激化」の概念が明らかにされた（5）。過激化除去は新疆の社会の
平穏と長期にわたる安定に関係し、国家の安全と人民の幸福・安康の大局にも関係する、いわば党
中央の新疆工作を確固として行うための一連の重大決定に外ならず、その施策を配置する一つの重
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要な活動に外ならない。過激化除去条例は、法に依り国を治める方略に対する積極的な実践であっ
て、過激化除去工作の常態化・規範化を鋭意推進する、着実に実現させるための法的保障である。
４．法に依り継続的に過激化除去を鋭意推進することは、中央の新疆管理方略に対する積極的な実
践である。過激化除去の推進は、習近平による新時代の中国の特色ある社会主義思想の指導を堅持
しながら、党中央の新疆管理方略を具体的に貫徹する現実的な措置である。『中共新疆ウイグル自
治区委員会の全面的に法に依り新疆を治め、法治新疆を建設することに関する意見』は、「過激化
除去」を推進することはもとより、暴力テロを取り締まることなど、社会を管理する上で積極的な
機能を果たすための任務を明確に規定した。自治区宗教事務条例は「過激化」の概念を定義し（6）、
過激化除去条例は、新疆ないし全国の社会の平穏と長期にわたる安定を確保するために、「三大勢
力」、とくに過激化に壊滅的な打撃を与えなければならない、と規定している。長期にわたる安定
の基礎を確固たるものにするには、反分裂闘争の紀律を明確し、党の紀律・国家の法律および政治
規定をレッドライン（紅線）とし、「三大勢力」を取り締まり、祖国の統一と民族の団結をボトム
ラインとしなければならず、党員、幹部も断固として過激化除去と反テロ・維穏闘争の最前線に立
たなければならない。
５．過激化除去の核心的な目的は、信教の自由に堅実な法的保障を提供することである。法により
過激化を除去することは党の宗教工作の基本方針および宗教の中国化・法治化の方向を堅持し、宗
教が社会主義社会に適応するよう積極的に導くための重要な活動である。過激な勢力が宗教を熱狂
化・政治化・暴力テロ化に悪変させる目的は、民族を分裂させ、国家の統一を破壊することであ
り、その主張は合法的な宗教信条とは背馳している。過激化の悪行は『クルアーン』（原文=古蘭
経）の規定とは全く相容れない。宗教の過激思想による人類文明の共同ボトムラインに対する身勝
手な振る舞いや蹂躙、挑み掛かる姿勢に対しては、宗教界は中道思想をもって反撃することを堅持
し、旗標を過激主義と鮮明に画している。中国と多くの国々における法律は、過激化を禁止すべく
邪悪な勢力・取り締まるべき犯罪行為として取り上げている。『国家安全法』第28条によれば、「国
家はあらゆる形のテロリズムと過激主義に反対し、テロリズムの防止と対応能力の建設を強化す
る」と規定した。根本的に法により過激化行為を抑制し除去するために、過激化除去条例は十五種
類の言論と行為を過激化の主要な表現であることを明らかにしている。そして全面的に過激化を予
防し、抑制し、除去するため、各級の政府と関連部門が負担する法的職責を明らかにし、あらゆる
社会の各方面が履行すべき法的職責をはっきりさせ、同時に過激化行為の法的責任を明確にして、
法に依り過激化の排除に十分な法的保障を提供した。
（２）過激化は、社会の平穏と長期にわたって安定を危うくする重要な原因であるから、それを法
に依って取り締まり抑制することが、抜本的な方策である
１．法律法規では、過激化思想の宣揚と散布が禁止されている。中国は法により過激化除去工作を
規律することを堅持し、法により宗教的過激勢力を取り締まり、公民の信教の自由と宗教界の合法
的権益を十分に保障する。『国務院宗教事務条例』第63条の規定によると、「宗教極端主義を宣揚、
支持、援助し、または宗教を利用して国家安全・公共安全を害し、または民族の団結を破壊した
り、国家を分裂させたり、テロ活動を行うような行為を為し、若しくは公民の人身権利・民主権利
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を侵害したり、社会の管理秩序を妨害したり、公私の財産を侵害するような違法活動を行う場合、
犯罪を構成するときは、法により刑事責任を追及することとし、犯罪を構成しない場合は、関係部
門が法より行政処罰を与えることとし、公民・法人・ほかの組織に損失を与える場合は、法に依り
民事責任を負わなければならない。」過激化を宣揚し散布する犯罪行為が侵害する客体は、公共安
全ないし国家における政治の安全であり、その社会的危険性と主観的悪性も極めて大きなものであ
るが、その行為が侵害する対象は具体的な人だけには限らず、それは殺人・放火・強姦などの刑事
犯罪とは明らかに異なるので、その危険性を身近に感じない人が多い。『刑法改正案（九）』による
と、過激化を宣揚し散布する行為を禁止し、取り締まることが規定されている。第120条の三の規
定では、「テロリズム、過激主義を宣伝する図書、音声・動画の電磁的記録、若しくは、他の物を
制作・頒布することによって、または、講義し、情報を公表すること等の方法によって、テロリズ
ム・過激主義を宣伝し、または、テロ活動を扇動する者は、五年以下の有期懲役、拘役、管制また
は政治的権利の剥奪に処し、罰金を併科する。情状が重いときは、五年以上の有期懲役に処し、罰
金または財産の没収を併科する」と規定されている。
　思想は行動の先導にほかならない。中国の法律は、断固として過激思想を宣伝することおよび
過激活動に従事することを禁止する。過激化の思想と行動は国家の安全と社会の治安を危うくする
ものであるから、あらゆる法治国家において絶対に許されないものである。『中国憲法』第28条、
『反テロリズム法』第４条および『国家宗教事務条例』第63条などは、この点について明確に規定
している。国家は法に依り宗教的過激主義の伝播と蔓延を抑制し、暴力テロ活動・宗教的過激主義
を特定の民族または宗教と繋ぎ拘束することを禁止する。法により過激化除去工作を展開するため
には、法をもってそれを厳しく取り締まることを堅持することを基盤に、系統的な管理、総合的な
施策、末梢と根本の兼治、とくに民生の改善、脱貧致富（訳註1）、民族の団結と進歩の創建、群衆
工作、基層組織の建設などと緊密に結びつけ、精確に民族の習俗、正常な宗教活動と過激化行為と
の境界線を把握し、その分類と施策を堅持し、大多数の者を団結と教育を重視しながら、一つまみ
の者を孤立させ、取り締まろうとするものである。イデオロギー領域の反分裂闘争を強化すること
を重視し、各種の方式で極端化を宣揚することを禁止する。習近平による新時代の中国の特色ある
社会主義思想の指導する過激化除去に対する大宣伝、大討論、大掲批（訳註2）および大反省を徹底
して展開することを堅持し、過激化の邪説謬論に反駁し、信教の群衆を教育し引導して、愛国・平
和・団結・寛容・中道の思想を確立させるよう促進し、「立正信、明是非、反分裂、脱過激」の積
極的機能の実現に努める。村委員会（社区）、「訪恵聚」（訳註3）、駐村工作隊、公検法司（訳註4）、民
族宗教・工青婦（訳註5）・企業など多方面の積極的機能を統一的に発揮させることを重視し、力を
合わせて過激化除去工作をしっかりと行う。
〔訳註1：貧困を脱して財を成す；訳註2：暴き出して批判すること；訳註3：地方政府の役人がテュルク系住民の家
庭に滞在し、“親戚のような付き合い”をするというプログラム；訳註4：公安・検察・法院・司法局；訳註5：工人
連合会・共産主義青年団・婦女連合会〕
２．法律は他人の「信教の自由」への干渉を禁止している。中国の法律は公民の信教の自由権を十
分に保障する。信教の自由の保障は憲法に拠って公民に賦与された権利であり、同時に、それは法
に依り宗教事務を管理し、積極的・健康的な宗教関係を構成させることに、憲法上の根拠を提供し
ている。他人に宗教活動の参加や宗教活動の場所・宗教教職人員に対する財物や労務の提供を強要
108
するいかなる行為も、憲法と法律の規定に違反する。憲法第36条は、中華人民共和国の公民は信
教の自由を有する、と規定している。とくに強調すべきことは、憲法と『中華人民共和国教育法』
の規定によれば、国家は教育と宗教を分離させる制度を実行し､ それはマルクス主義の基本理論の
一つである、ということである。マルクスは『フランスの内乱―国際労働者協会総務委員会の宣言
―』において、「すべての学校は、教会と国家の干渉を受けずに人民に無償で開放されるべきであ
る。そうすれば、学校教育をすべての者が享受でき、しかも、科学も階級的先入観と政府権力の桎
梏から解放される」（7）と提唱した。エンゲルスも『1891年社会民主党綱領草案に対する批判』に
おいて、さらに「教会は国家と完全に分離させ......宗教団体の公立学校に対する一切の影響を排除
する」（8）と強調した。1911年に、レーニンは『コミューンを記念する』において、「コミューン
の宣告により、教会は国家と分離され、宗教の予算も取り消された上、国民教育に純粋的・非宗教
的な性質を持たせることが、袈裟を着ている憲兵に有力な打撃を与えた」（9）として、改めてパリ・
コミューンを確認していた。中国の教育制度の包括する教育機構に所属する学生および教師は、信
教してはならない。教師と学生が信教すれば、必ずや国家が教育方針の貫徹し実施することに影響
を及ぼし、国家の教育制度を破壊することになろう。憲法および教育法、並びに関連する法律・政
策規定に違反するあらゆる行為は、憲法・法律により厳しく禁止される行為として、法をもって取
り締まらなければならない。フランスの有名な裁判官・学者たるラ・シャロッテは早くも18世紀
の中ごろ、「教育は教会の干渉を受けずに、完全に国家が掌握すべきである」という観点を提出し
ている。教育が宗教と真に分離することを保証するため、多くの西側諸国においてもその原則が法
律に書き込まれている（10）。それゆえ、断固として過激化の校舎への浸透を防御、防止し、学校の
調和と安定・教師と学生の人身の自由と安全を維持保護すべきことについては、すでに中国および
西洋の法治国家と文明社会において合意されているものである。
３．法律・法規は、過激化を予防・抑制・除去し、過激主義の犯罪活動を処罰することを旨とす
る。過激化には熱狂性、暴力性、反動性、破壊性および巨大な社会危険性が溢れており、その反
社会、反法治、反人性という罪悪の本質を余すところなく暴露されている。1980年８月26日、鄧
小平同志はパンチェン・ラマのチューキ・ギャルツェン（原文=確吉堅贊）と会談したさい、彼に
「宗教方面においても熱狂化してはならない。さもなければ、社会主義と人民の利益に背くことになる」
（11）と忠告した。過激主義者は宗教を利用して暴力テロ、国家分裂など国家と政治安全を危うくす
る行為を行い、世界中いかなる国家の法律と宗教であれ認容できない。2006年、ロシア、キルギ
スなどが反テロリズム法、反過激主義などの法律を公表し、個人、社会および国家の権利を保護す
ることと、国際的な過激宗教の浸透を予防することを立法の主たる目的として、過激宗教の反対・
国際条約の履行を重点として、積極的に過激宗教の伝播を防止しようとしている（12）。中国・新疆
が過激化除去条例を頒布し、積極的に総合的な国家安全観を実践し、能動的に法を利用する意識を
強化して、法に依り明確に過激化を取り締まる措置を徹底させるのは、過激化の犯罪に破滅的な打
撃を与えるためである。
４．全般的にみて、国際的な安全観を貫徹し、法に依り過激化除去させることの重要性と緊迫性が
際立ってきている。今日、全世界においては、伝統的ないし非伝統的な安全上の脅威が続々と顕れ
ており、その中でも、過激化の問題がもっとも際立っており、とくに外国武装テロリストが祖国ま
たは第三国に棲む拠点を探しており、上海協力機構の範囲内においてテロや過激活動を続行したり
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する脅威が上昇している。法に依り過激主義犯罪を厳しく処罰するため、最高人民法院、最高人
民検察院、公安部、司法部により、『テロ活動・過激主義犯罪事件の処理における法律適用の若干
問題に関する意見』が公表され、もっぱら過激主義犯罪、とくに『刑法改正案（九）』が新設され
た。すなわち、テロ活動罪、テロ活動準備実施罪、テロリズム・過激主義・テロ活動扇動実行罪、
過激主義利用法律実行破壊罪、テロリズム・過激主義を宣伝する衣服・マークの着用を強要する罪
が規定され、テロリズム・過激主義を宣伝する部品不法使用罪を処罰する基準を細分化し、事件の
管轄、テロ活動の組織・人員の認定、テロリズム・過激主義を宣伝する部品の認定、事件に関する
デジタルデータの運用など、事件に対して正確に手続き規定を適用する問題を明確し、公検法機関
の協力・制約、事件の移管・管轄などの業務体制を完備させた。意見の公表が、法律のレベルでさ
らに過激主義犯罪事件の処理における法律の適用に関する具体的規定を明確し、過激化除去の手続
法・実態法に関する規定を完備させ、中国における法治が時代の難問とリスクの挑戦を解くための
積極的実践となっている。それは過激化除去条例の実施に対して有力に支持しており、同時に、中
国政府がテロ活動と過激主義犯罪を取り締まる鮮明な態度を明らかにし、中国政府が率先して上海
協力機構・青島サミットの精神に従い、断固として地域の安全・安定を維持、保護し、グローバル
な管理体系を完備させ、平和にして安全な共同の基盤を固める確かな決意と法治行動をよく表して
いる。
（３）過激化除去を推進する法的根拠は十分にあり、法に依り継続的に厳しく取り締まりを堅持す
ることが打開へのカギである
１．過激化を予防・抑制・除去することを堅持し、断固として過激主義の犯罪活動を処罰する。も
とより過激主義とテロリズムは同根であり、実は一つ穴の貉である。中国はすでに一連の反テロリ
ズム国際条約を締結または条約に参加しており、一方で国内の法制も順調に整備されている。『反
テロリズム法』第２条の規定によると、国家が「あらゆる形式の過激主義」を「あらゆる形式のテ
ロリズム」に入れることは、過激主義がテロリズムに含まれるということを意味する。その点で、
過激化は必然的に暴力テロを引き起こす実質的な特徴と一致している。それゆえ、同法第79条は、
「テロ活動の組織、計画、実施準備及び実施、テロリズムの宣伝、テロ活動実施の扇動、テロリズ
ムを宣伝する物品の不法所持、公共の場所におけるテロリズムを宣伝する服飾及び標識の他人への
着用強制、テロ活動組織の結成、指導及び参加、並びにテロ活動組織、テロリストまたはテロ活動
もしくはテロ活動訓練の実施のための援助を行った者は、法に従って刑事責任を追及する」と規定
している。それに関して、『刑法改正案（九）』第129条も「テロ活動の組織を結成し、指導した者
は、10年以上の有期懲役または無期懲役に処し、財産の没収を併科する。積極的に参加した者は、
３年以上10年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。他の参加者は、３年以下の有期懲役、拘
役、管制、または政治的権利を剝奪に処し、罰金を併科することができる。前項の罪を犯す者が殺
人、爆発、誘拐などの犯罪を実行する場合には、併合罪の規定によって処罰する」と規定してい
る。中国は法により過激主義犯罪行為を厳しく処罰するのを堅持することは、テロリズムを取り締
まるための現実的要請であり、中国が積極的に国際的責任を果たす法治の実践でもある。それゆ
え、党中央が確定した「国家安全を維持保護することは、全国各民族の人民の根本的利益の所在」
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と「いかなる浸透・転覆・破壊活動、暴力テロ活動、民族分裂活動、宗教過激活動を厳格に防止
し、断固として取り締まる」（13）という要請を指針として、法律の規定に則って、司法の実践に参
照して、犯罪を精確に認定し、手続きを正しく適用し、業務体制を完備させ、法に依り過激化犯罪
行為を厳しく取り締まり、処罰することである。
２．法律は他人の冠婚葬祭、計画生育、遺産相続などの活動に干渉することを禁止する。『刑法改
正案（九）』第120条の四として、「過激主義を利用して、大衆を扇動、脅迫して、国家法律に確立
された婚姻、司法、教育、社会管理などの制度の実施を破壊したときは、３年以下の有期懲役、拘
役または管制に処し、罰金を併科する。情状が重いときは、３年以上７年以下の有期懲役に処し、
罰金を併科する。情状が特に重いときは、７年以上の有期懲役に処し、罰金または財産の没収を併
科する。」本罪が侵害する客体は、国家の憲法・法律に確立された婚姻、計画生育、遺産相続およ
び社会管理などの制度であり、直接に害されるのは、公共安全と人民大衆の切実な利益であるの
で、社会の調和と安定に対する破壊性は極めて重大である。過激主義をもって国家の婚姻制度の実
施を破壊する場合、『中華人民共和国人口と計画生育法』第43条の規定によると、計画生育行政部
門およびその従業員は法に依り実行している公務を拒否、阻害し、犯罪に構成するとき、法に依り
刑事責任を追及する。また、『中華人民共和国民法総則』の規定によると、民事主体の合法的権益
を保護し、民事関係を調整し、社会と経済の秩序を維持保護するために、中国の特色ある社会主義
の発展の要求に適い、社会主義的核心価値観を広く宣伝すべきであり、民事主体が民事活動を行う
とき、法律に違反しなければならず、公序良俗に違背しなければならない。過激化除去は、過激化
が正常な生活、風俗習慣などに干渉するなど、突出して予兆のみられる問題に対して、法に依り管
理を強化すべきであり、継続的に黒幕を徹底して抉り出し、総合的に宣伝教育を展開しつつ、重層
的で複数の領域を含む総合的な管理を強化し、断固として結婚式、葬式、命名、割礼、遺産相続な
どの公民の世俗生活に浸透している過激化行為を除去する。民政部門では法律に依拠して、法的手
続を履行せずに、宗教方式で結婚または離婚する犯罪行為を断固として取り締まり、故意に計画生
育政策の実施に干渉し、または破壊する行為を禁止すべきである。衛生計画と生育部門は、過激化
による計画生育の政策実施への破壊と医療衛生場所での伝播を積極的に防止すべきである。婦聯は
過激化の影響を受けた婦女に対する教育管理を強化し、自覚的に非宗教活動と過激化の侵害に抵抗
すべきである。家庭とその構成員は、国家の法治意識と観念を樹立し、自覚的に法に従い、法を守
り、法を用いることとし、断固として「教法」（訳註：宗教法、ここではイスラム法を指す）意識を杜絶する
ことを堅持すべきである。両親は良好な品行をもって子女を教育することによって、科学を尊重さ
せ、過激化に抵抗、反対させるようにすべきである。宗教に携わる教職員は、旗標を鮮明にして過
激化の浸透に抵抗し、信教の群衆のなす信仰と行為を正しく導くべきである。
３．法律は他人が他の民族または他の信仰の持つ人との交流融合、共同生活に干渉し、他の民族
または他の信仰の持つ人を、居住地から駆逐する行為を禁止する。民族の団結と進歩は社会の平穏
と長期にわたる安定を維持保護する根幹であり、各民族の人民の生命線でもある。『新疆ウイグル
自治区民族団結進歩工作条例』の規定によると、各民族の人民は、「三個離不開」（訳註6：三つの離れ
られないこと）思想と国家意識、公民意識、中華民族共同体意識を固く樹立し、「五個認同」（訳註7：五
つの認めること）を強化すべきである。過激化は懸命に各民族間における差異の尊重、多様性の認容、
相互の信頼、相互の賞美を反対し、故意に少数民族と漢民族の間に糾紛を引き起こし、民族分裂を
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企み、各民族間の交際・交流・融合を破壊しようとする。それゆえ、全社会は習近平新時代の中国
の特色ある社会主義思想を指導として、「道路自信、理論自信、制度自信、文化自信」を固めるこ
とを堅持しなければならない。各級の人民政府は、群衆とくに青少年に関する民族の宗教政策と法
律と法規教育を強化し、各民族の青少年の交際・交流・融合を励ますべきであり、学校は、過激化
除去における教師の模範・引導の機能を生かし、あらゆる組織と個人が学校の教壇、講壇、論壇を
利用して、過激化の言論が散布・伝播されることによって、国家、民族および公民の利益が損害を
被るのを禁止すべきである。企業は、従業員が職場を愛して業務を敬い、規則に従って法律を守
り、団結して仲むつまじくできるように教育・引導し、過激化の言論と行為に反対すべきである。
〔訳註6：「三つの離れられないこと」とは、「漢民族は少数民族から離れられず、少数民族は漢民族から離れられず、
各民族同士も離れられない」ことを指している。；訳註7：「五つの認めること」とは、「偉大なる祖国を認めること、
中華民族を認めること、中華民族の文化を認めること、中国の特色ある社会主義の道を認めること、中国共産党を認
めること」を指している。〕
４．法律は、清真（訳註：Islam.イスラム）の概念を拡散化させ、イスラムの概念をイスラム食品の領
域以外に拡大させ、イスラムに適しないという名目で他人の世間一般の生活を排斥し、それに干渉
するのを禁止する。党・政府は従来から少数民族の飲食習俗を非常に重視・尊重し、法に依りイス
ラム食品を監督し、管理・生産供給することを継続している。『新疆ウイグル自治区イスラム食品
管理条例』の規定によれば、肉類、乳類および食用油の成分を含まない食品を、「イスラム」の文
言で表示してはならない、とする。地方法規も「イスラム」の概念の使用についてはっきりと厳格
に規定しており、個人と組織は法律・規則に違反して使用してはならず、ましてやイスラムに適し
ないという名目で他人の世間一般の生活を排斥し、それに干渉してはならない。イスラムの概念を
拡散化させることは、過激化の一種の表現方式として、直接に国家安全を危うくし、社会秩序を破
壊し、公民の合法的利益を損害し、国家経済制度を妨害することになるものであるから、直接に国
家利益、社会公共利益および公民の合法的権益に損害を与える重大かつ違法な犯罪行為である。そ
の目的は、各民族の交際・交流・融合に対して、それを硬化させ隔離させることに外ならず、その
本質はイスラム教を引き摺りまわして、イスラム教を中国化する過程を阻害し、その行為は憲法、
『中華人民共和国民族地域自治法』、『国務院宗教事務条例』の規定と対立するもので、中国の憲法
および法律が禁止しているものである。
　イスラム概念の拡散化を利用して他人の世間一般の生活に干渉することは、『刑法改正案（九）』
第12条の四が規定している「過激主義を利用し、大衆を扇動、脅迫して、国家法律に確立された
社会管理などの制度の実施を破壊した」違法な犯罪行為に該当する。『中華人民共和国食品安全法』
の規定によると、農業に因って産出された食事用の初級的製品の品質に関する安全管理は『中華人
民共和国農産品品質安全法』の規定を遵守しなければならない。食品の生産経営者は法律、法規お
よび食品安全基準にしたがって生産経営活動を行い、食品の安全を保障し、信義誠実をもって自律
し、社会と公衆に対して責任をもって、社会監督を受けながら社会的責任を負う。それゆえ、イス
ラムに適しないという名目で他人の世間一般の生活を排斥し、それに干渉することは法律と文化伝
統の規範に合致せず、その本質はもはや食品の問題ではなく、正真正銘の政治と法律問題である。
「三つの勢力」は故意に宗教の教義を曲解し、「イスラムの概念を拡散化」させることによって過激
化を生活化・社会化・大衆化させ、人々を宗教の教法で社会生活を衡量・規律するように導き、人
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の思想意識と行為規範をコントロールという目的を達成しようとし、典型的な「教法」を「国法」
の上に置く過激行為であり、刑法改正案（九）の規定するテロリズム・過激主義を宣揚するもので
あると知った上で故意に実施するもので、情状がとくに重大な犯罪行為に該当する。
　イスラムの概念を拡散化させ、世間一般の生活に干渉するのは、地域の市場経済の発展を阻害し
て、全社会においてさらなる過激化の雰囲気を作り出し、少数民族と漢民族の対立や感情的な不満
を盛り上げ、一般大衆を国家分裂という罪悪な目的を実現するための道具にし、我われと経済生活
領域の主導権を奪い合うことを通じて、党の執政の思想的基礎・大衆の基礎を攪乱し、執政の根幹
を動揺させ、党の執政地位を転覆することを目的とする。このことからみて、過激化は中国を欧
化・分化させる戦略計画を実施するその険悪な意図はもはや、呆れた狂気の沙汰である。ゆえに、
「イスラムの概念を拡散化する」行為に対する審査・選別を強化し、法に依り全面的に「イスラム
の概念を拡散化する」ことと、「宗教の名を以て、物事を合法あるいは不法について、でたらめな
判断を下す」という問題を管理して、常に違法な犯罪行為を厳しく処罰しなければならない。
５．法律は自身が覆面チャードル、過激化マークを着用し、または他人を脅迫してそれを着用させ
る行為を禁止する。いかなる人も不正常に髭を蓄え、命名によって宗教的な過激に走り熱狂を誇張
してはならない。人の儀表、着装は文化、文明の集中的表現である。中国古代の重要な典章制度
を研究・記述した『礼記』には、礼儀は人間がもつ重要規範であることが記載されている。『クル
アーン』によって確定されたムスリムの衣服を着用する基本原則は、「清潔、整然、美観、上品」
であり、覆面チャードルの着用を要求するわけではない。中華文明礼儀の規範に基づいて、『刑法
改正案（九）』第120条は「暴力、脅迫、またはその他の方法を用いて、人にテロリズム、過激主
義を宣伝する衣服、マークなどを公共場所において着用を強制したときは、３年以下の有期懲役、
拘役または管制に処し、罰金を併科する」と規定している。その目的は、人々が文明的かつ健康な
現代生活を送ることを保障し引導して、法に従ってテロリズム、過激主義の犯罪行為を厳しく処罰
することである。『ウルムチ市公共場所における覆面チャードルの着用を禁止する規定』と「自治
区宗教事務条例」にも、いかなる組織または個人は容貌、服装、マーク、標識を利用して宗教上の
熱狂を誇張し、宗教過の過激思想を伝播してはならないことが規定されている。多くの事件が我わ
れに、過激化の服装、マーク、不正常に髭を蓄える、命名などの行為が直に危険なのは公共の安全
であり、攪乱するのは公共秩序であり、侵害するのは公民の人身・財産であって、社会の管理と規
律を妨害するものであることを警告している。イスラム国家を含め、世界中の多くの国々が立法
によって覆面チャードルの着用を禁止している。それゆえ、法により継続的に過激化の服装、マー
ク、非正常に髭をたくわえる、命名などに関する管理作業を展開し、積極的に公民の容貌や服装の
選択を世俗化し、現代化し、法治化するように導かなければならない。法律のボトムラインに触れ
て過激化を宣伝し、公共安全を危うくし、公民の人身財産を侵害する行為は、断固として法をもっ
て取り締まらなければならず、さらにテロリズムや過激主義を宣伝するような服装、マークを着用
する罪で法的責任を追及すべきである。
６．法律は、過激化が文化や娯楽活動に干渉し、ラジオ、テレビなどの公共製品とサービスを排
斥・拒絶する行為を禁止する。人民の基本的文化権益を保障することは中国における法律の重要規
範の一つであり、社会主義文化強国を建設し、人民大衆の基本的な文化需要を満足させる法治であ
り法、法的保障でもある。『中華人民共和国公共文化服務保障法』第４４条の規定によると、「いか
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なる組織または個人であろうと、公共的文化施設、文化製品、文化活動およびその他の関連サービ
スを利用して、国家の安全を危うくし、社会公共利益に損害を与え、またはその他の法律や法規に
違反する活動を行ってはならない」とする。過激化は、ありとあらゆる手段を以て大衆の文化や娯
楽活動に干渉し、とくにラジオ、テレビなどの公共製品とサービスを排斥し、拒絶しようとしてい
る。逆に、そういう者たち自身は、ほしいままに暴力テロの音声・ビデオを媒体にして、あるいは
違法に不法な宗教の伝播、暴力テロの技術の伝授、民族団結や祖国統一を破壊することに関する出
版物を印刷しており、その行為は国家の政治安全と主権安全に由々しき損害を及ぼし、中国の憲法
および法律によって厳格に禁止され、厳しく取り締まらなければならない違法な犯罪行為である。
すなわち『刑法改正案（九）』第120条の六が、「テロリズム、過激主義を宣伝する図書、音声、ビ
デオ資料あるいは他の物品を不法に所持した場合は、情状が重いときは、３年以下の有期懲役、拘
役または管制に処し、罰金を併科し、または単科する」と規定している。もとより情状がとくに重
ければ、重く処罰すべきものである。
　過激化の害毒の影響を効率的に治め抑制するため、法治を推進することを堅持するだけではな
く、強大な凝集力と指導力を具備する社会主義イデオロギーの建設を堅持し、社会主義の核心価値
観を提唱し、大衆性のある文化活動を全力を挙げて展開し創造して、農村文化の振興を促進し、よ
り多くの優秀な文化作品の創作を激励し援助して、イデオロギーの面での主導力と指導力を全面的
に高めるべきである。中華美育の特徴と精神に従い、それを提唱し、徳を為し人を樹え、文を以て
人を育む、青年の身心の健康的成長に積極的な指導と規範を提供することを堅持すべきである。
７．法律は過激化を利用して、他人を恐喝・誘導して国家政策の享受を阻止させ、故意に居民身分
証、戸口簿などの国家法定の証明書および人民元を毀損し、または故意に公私財物を毀損し、破壊
するなどの行為を禁止する。それらの行為は憲法および法律が賦与した公民の権利を甚だしく侵害
し、中国特色のある社会主義制度に非常に大きな損害を与えるので、極めて重大な犯罪である。公
民の社会活動に利便を提供し、中華人民共和国内に居住している公民の身分を証明し、公民の合法
的利益を保障し、社会秩序を維持保護することは、『中華人民共和国居民身分証法』の立法趣旨で
ある。我われは法制による拘束を強化し、過激化によって国家政策を阻止しようとし、国家の法定
証明書を毀損し、人民元を汚染し、故意に公私財物を毀損・破壊して、婚姻に干渉し、違法に計画
外生育し、子女を強制的に退学させ、未成年者に宗教活動に従事するよう脅迫し、教唆し、あるい
は放任して、婦女の社会進出を禁止するなどの、こうした一連の重大問題に対しては、法をもって
管理することを一層強化すべきである。まして国家の法律制度の実施を妨害する違法犯罪活動は
法を通じて処罰し、過激主義を利用して、大衆を扇動、脅迫して、国家の法律よって確立された婚
姻、司法、教育、社会管理、労働就業などの制度の実施を破壊する違法犯罪行為に対しては、『刑
法改正案（九）』第120条の四の規定に則して、上限まで重く処罰することを堅持すべきものであ
る。過激化除去の状態は、管理制度を統一的に完備し併せて法治措置を完備させて、法をもって
過激化に対する総合的管理を強化し、それの伝播や蔓延を抑制することを通じて、国家の法律と法
規、政策の貫徹と執行を保証し、公民の合法的権益を保障することを堅持すべきである。
８．法律は、過激化の内容を含んだ記述、出版物、音声・ビデオを出版、印刷、発行、販売、製
作、ダウンロード、保存、複製、検閲、抄録、所持することを禁止する。過激を抑制することは、
宗教事務管理の原則の一つである。国務院による宗教事務条例第４条の規定によれば、宗教を利用
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して国家の安全を危うくしてはならず、宗教的極端主義を宣伝・支持してはならず、宗教を利用し
て民族の団結を破壊し、国家を分裂させ、テロ活動などを行ってはならない、とする。『刑法改正
案（九）』第120条の六は、「テロリズム、過激主義を宣伝する図書、音声、ビデオ資料あるいは他
の物品を不法に所持した場合、情状が重ければ、3年以下の有期懲役、拘役または管制に処し、罰
金を併科し、または単科する」と規定している。本罪が侵害する客体は公共安全であり、それに、
直接に他人の人身自由と生命財産の安全を危うくし、その核心的な目標はイデオロギー面におい
て、我われと陣地を争奪することであり、直接に国家の政治安全と社会の調和安定を危うくし、刑
法第120条の規定する犯罪に属するといえよう。
９．もし、同時に『刑法改正案（九）』第120条の一から六までの犯罪を構成する場合には、罰則
の重きに従って処罰し、同時に他の犯罪を構成する場合、たとえば、扇動分裂国家罪を構成すると
きは、罰則の重い規定に従って断罪し、処罰すべきである。新疆におけるイデオロギーの領域は、
反テロ維穏闘争の前線として過激化が浸透しようとする重点的な区域であるので、イデオロギー面
での反分裂闘争の重要な戦線でもある。過激分子の活動は変化がめまぐるしく、隠蔽性と欺罔性も
強く、ましてや科学技術的な要素が多いために、関連する法的措置は、互換性と操作可能性を強調
し、原則性と機動性を結びつけて、確実に法律の適応性と有効な打撃力を強化すべきである。
（４）過激化を除去し、祖国の統一と民族の団結を維持し保護することは、最も重要な国家最高利
益であり、そこにこそ中華民族の根本的利益が存在する。
１．国際社会が協力し合って過激化を取り締まることについての合意は，非常に高められている。
国内外で起きている暴力テロ事件のなかで、過激な勢力は真の「元凶」と「禍根」にほかならず、
それだけに全世界で反テロをめぐる協力強化のうねりが起きた。アメリカのマスコミは反テロ政策
を回転させ、過激思想の伝播を制限し、それが存在する基礎となっている過激主義思想を根絶し、
中東における数多くの若者に対して、彼らの未来を決して過激分子に託してはならないと訴えてい
る。過激化が引き起こした暴力テロ事件の発生は、しだいに多様化しており、その犯罪行為が直接
に危うくしているのは、それが国家の政治安全と政権組織の執政根幹に影響を与えるからにほかな
らない。そのため『上海協力機構加盟国元首による国際テロリズムの共同取り締まりに関する声
明』では、「我われは、上海協力機構のすべての加盟国が認定するあらゆるテロ・過激な組織・団
体を、共同して取り締まることを重ねて表明する」と強調された。『上海協力機構加盟国によるテ
ロリズム、分裂主義、過激主義取り締まりに関する2019 〜 2021協力綱要』、および青年がテロや
過激な組織活動への参加を防止する主旨の『上海協力機構加盟国元首による青年への共同伝言』、
並びにその実施綱要の重要性を強調し、上海協力機構は引き続き有効に安全への挑戦と脅威に対応
する場面で、その協調性を保持している。上海協力機構地域反テロ機関は更なる機能を果たして、
あらゆる形式のテロリズムへの融資および物質・技術上の支持を取り締まるべきである。疑う余地
もないことだが上海協力機構において、すべての加盟国は、過激化除去に関する立法を完備させる
確固たる意志をもっており、今やはっきりと統一されており、国際社会が過激化を共同して取り締
まろうという団結力をもって、それは一層強固なものになった。
２．『過激化除去条例』は、国家管理体系と管理能力の現代化を表す地方立法のモデルである。中
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国における社会の平穏と長期にわたる安定は、世界の発展と繁栄が依拠すべき保障である。過激化
除去は「暴力、戦乱、愚昧、貧困」を治める有力な措置であるのみならず、中国の総体的な国家安
全観を十分に具現化したものでもある。『過激化除去条例』は、現在と将来、国内と国際、伝統と
非伝統など、多方面の要素を系統的に整理し、統一的に計画し、各方面に配慮して、総合的に考慮
しながら、憲法および法律、社会主義法治を遵守することを堅持し、人権を尊重・保障し、法によ
り公民の権利と自由を保護するという原則を堅持して、政治、経済、社会、文化、安全などの領域
において、同時に法により総合的に政策を実施し、社会管理を調和させて推進し、有効的に全世界
における共同に直面する過激主義の脅威という難問を解決したものである。『過激化除去条例』は、
率先して地方立法の方式をもって、習近平総書記が提言した「人民の安全を宗旨として、政治の安
全を根本として、経済の安全を基礎として、軍事・文化・社会の安全を保障として、国際安全を促
進することに従い、各領域の国家安全を維持保護する」 （14）という総合的な国家安全観を実践して
いる。それは、予防を主として末梢と根本を兼ねて治め、専門工作を大衆路線と結びつけて、専門
機関とその他の機関の過激化除去の職能機能を十分に発揮させることを堅持し、公民と組織を幅広
く動員して、過激化行為を防止、阻止して法により処罰しようとするものである。したがって、中
国の政治的知恵を十分に顕彰しており、率先してグローバルガバナンスを新しいレベルまで達成さ
せることに役立ち、人類運命共同体を構成する重要な内容の一つとも言えるものである。新疆にお
ける過激化除去の法治理論と実践は、中央アジアないし全世界に向けて良い影響を与えることに
なり、中国の法治理論と実践の経験が全世界に向けて発展し、推し広められる有益なものである。
「長期にわたって議論がなされた後に、アメリカとその他の西側諸国は、すでに重い“イスラム恐
怖症”を患った」（15）のに対し、過激化除去という国際的問題の領域における積極的な探索と実践
として、中国新疆は、世界に向けて有効かつ有益な中国的経験、中国的法治、中国的方策を提供し
ているが、その点について言えば、西側が対抗、抑制、均衡などの角度から考慮して、逆に社会中
に民族主義、ポピュリズム、保護主義などの思潮が立ち込め、もともとは安全を図ろうとするにも
かかわらず、逆に不安全な要素を増やし、ひいては、局地的衝突・戦争に導くようになった結末よ
りは、さらに理想的なものである。
３．国家イデオロギーの安全を維持し、保護するという戦略的立場をもって、引き続き過激化除
去工作を踏み込んで行うことを堅持する。新疆は、非常に複雑な国際環境に直面しており、過激化
思想は国外には種があり、国内には土があり、手段を弄して絶えずに我われに対峙し続けているか
ら、法律および法規に従い、確定された原則に則して、過激化の言論と行為を禁止し、その反動的
な本質を暴き出し、過激化除去とその着実な工作を完全にカバーすることを推進し、社会の平穏と
長期にわたる安定を維持し保護する堅実的な基礎固めを堅持しなければならない。過激化除去は、
農村部の振興推進戦略と結合し、農村の基層党組織の建設を強化し、現代農村部の社会管理体制を
完備させ、法治農村の建設を推進し、農村部の道徳上の管理水準を向上させ、悪を取り除くための
特化した闘争を徹底して展開し、法により農村における不法な宗教活動および国外からの浸透活動
への打撃  力を高め、宗教による農村の公共事務への干渉を阻止し、継続的に農村の宗教問題を規
律して、過激化を生み出す根源とその土壌を除去し、農村部管理の新体系を構成させる努力をな
し、美しい農村部の新しい風貌を作り上げ、農村部の振興と推進戦略を実施する基礎をしっかりと
固めるよう堅持すべきである。
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　新時代に入り、主要な社会矛盾は人民の日増しに増大する素晴らしい生活への需要と発展の不
均衡・不十分との矛盾へと変化している。過激化除去を実行すると同時に、党の十九大精神を用
いて、大衆が多次元から分析し、多視角から熟視し、多方面から実践することができるように協力
し、全面的に「日増しに増大する素晴らしい生活への需要」の内包を把握できるように指し示し、
「日増しに増大する素晴らしい生活への需要」の本質を全面的に、奥深く認識できるように導き、
注意と関心を高め、「日増しに増大する素晴らしい生活への需要」に満足すべく頑張るよう導き、
自覚的に自らの営々たる労働によって「日増しに増大する素晴らしい生活」を営むことを通じて、
徹底的に過激化の雰囲気から抜け出し、正真正銘、思想の深奥から立ち上がり、過激化と決裂しよ
うではないか！
　
註（1） 習近平：『小康社会の全面的完成の決戦に勝利し、新時代の中国の特色ある社会主義の偉大な勝利をかち
取ろう――中国共産党第19回全国代表大会における報告 』、『人民日報』2017年10月28日。
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訳者あとがき
Ⅰ.「実定法の不法」と不寛容　「上位不寛」という言葉がある。これは為政者が国権を握って鎮座
し、国民を虐げる不寛容な為政を意味する。今日、「上位不寛」を掲げ、中国の不寛容な法治を研
究対象に据えた論文が数多く現れている（1）。これまでに、国際人権規約を梃子に少数民族の人権
問題を扱った論文が多数見られた（2）。
　「中国共産党の指導」の「表現の自由」の下で、「過激化除去」思想を疑問視し、むしろ「過
激主義反対」の観点にこれを置き代えるべきとして「寛容」な法治を訴える論文、王 欣（Wang 
Xin,1976 ～）著「過激主義反対の視覚下における過激化除去の中外比較研究」（2018）がある。貴
重な論考と思われるので、先ず以下に、労をいとわずその核心部分を紹介しよう。
　曰く「全社会の一般民衆に対する思想予防の工作は、国家の安定、民族の団結、社会の治理など
といった最も広い視野において展開すべきであって、反テロの烙印を押された“過激化除去”のご
とき用語との関係を断ち、過激化除去の工作は特定の集団に対する差別的措置ではないか、と勘違
いされないように  すべきである。」「過激主義反対は、人びとに正確な反テロ観を持ってもらうの
に役立ち、テロリズムを引き起こす要因は宗教信仰の差異でもなく、また民族文化の相違でないこ
とを人びとに認識させることができる、と考える。また過激反対は、人びとの正確な国家観と民族
観を持ってもらうのに役立ち、民族集団の平和を維持し、国家に対する同一認識を強化することの
重要性を人々に認識させることができる。現在進行中の過激化除去の工作も過激主義反対という視
野において展開されるべきであって、宗教的過激思想に感染した人々を救済するだけではなく、民
衆を教育して、互いに理解し尊重し合い、法治の軌道内で理性的な交流と協議によって問題を解決
し、民族の団結を維持するようにしなければならない。過激主義はテロリズムにイデオロギー的基
礎を提供しているとはいえ、過激主義反対は反テロリズムに属するものではない。むしろ、過激主
義反対は調和的、寛容的、民主的、法治的社会環境を作り上げるのに重要な意義をもっている。（3）」
真理を求める中国研究者の鋭敏な提言である。
　王 欣の立場と、およそ態度を異にする論文、すなわち中国の法治の現状を受容し、新しく制定
された『新疆ウイグル自治区過激化除去条例』を『刑法改正案（九）』第20条等と照合して注釈
することを通じて、少数民族に対する国家の権威を示した論文がある。いま、ここに顧華詳（Gu 
Hua Xiang,1967 ～ ）著「過激化除去の法治処置について―『新疆ウイグル自治区過激化除去条例』
の解読を兼ねて―」（2018）（4）を翻訳の対象として選定するのは、論文が新疆ウイグル自治区人
民代表大会常務委員会法制委員会の立法顧問で、政策研究室主任であり、新疆師範大学法学部中央
アジア法務政策研究センター客員教授による、現地の実状を踏まえたごく最近の論文であって、現
下中国の「法治」問題の核心を表記していると信ぜられるからである。顧華詳論文の特色は、中国
に56種ある少数民族の一つ、「新疆ウイグル自治区」に居住するイスラム教徒ウイグル族のすべて
の生活形態に、「過激化」し「テロ化」する惧れがあると予見して、刑罰の対象に据える中国の刑
事司法制度を是としていることにある。そこには『刑法改正案（九）』に照らし合わせ、開かれた
犯罪構成要件を以って可罰できる違法とされる行為が実証的に例示されている。
　中国は、2017年３月30日、『新疆ウイグル自治区過激化除去条例』（以下に、「過激化除去条例」
と略記）を発布し（5）、さらに18年10月９日にはこれを「改正」（新疆ウイグル族自治区第13期人
民代表大会常務委員会第５回会議）し、この『条例』に依って拘束された者を再教育できる施設を
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設けた。「新時代の中国の特色ある社会主義思想」を指導するという名の下に、「過激化」の嫌疑を
かけられた人々を拘束できる法律を施行した。この法律は報道機関を通じて広く批判されている（6）。
この法律は、習近平の講話に見る「中華民族共同体意識」（2014）に則して立法されたものといえ
よう（7）。もし、この「改正」『過激化除去条例』が、『中華人民共和国憲法』「序言」にいう「多
民族国家」を標榜する法治の実態であって、少数民族に対する「同化」ないし「中国化」を目途と
するものであれば、きわめて由々しき問題である（8）。いかなる民族であれ、その民族がもつ言語
や宗教によって育まれた固有の文化は、人類規模で貴ばれるべきもので、宗教的な外観を以て異端
視されるようなことがあってはならない。それは、いかなる民族であれ貴ばれる価値主体として相
対的に平等な存在であるからである（9）。この人間を貴び、民族の尊厳を訴える立場は価値相対主
義と言われている（10）。
　労をいとわず、以下に三種の条項を掲げる。
　『市民的および政治的権利に関する国際規約』　第27条　少数民族の権利
　種族的、宗教的または言語的少数民族が存在する国において、当該少数民族に属する者は、その
集団の他の構成員とともに自己の文化を享有し、自己の宗教を信仰し、かつ実践しまた自己の言語
を使用する権利を否定されない。
　『中国憲法』　第４条　民族間の平等
①　中華人民共和国の各民族は、一律に平等である。国家は各少数民族の合法的な権利及び利益を
保障し、各民族の平等、団結、互助の関係を護り、かつ、発展させる。いかなる民族差別およ
び抑圧も禁止し、民族の団結を破壊し、及び、民族の分裂を生じさせる行為を禁止する。
②　国家は各少数民族の特徴と必要に基づき、各少数民族地区が経済及び文化の発展を加速するこ
とを援助する。
③　各少数民族集居地方は、区域自治を実行し、自治機関を設置し、自治権を行使する。各民族自
治地方は、すべて中華人民共和国の不可分の部分である。
④　各民族は、すべて自らの言語文字を使用し、及び発展させる自由を有し、自らの風俗習慣を保
持、または改革する自由を有する。
　つぎは、新疆に居住するウイグル民族を対象に、「過激化」ないし過激主義を尋問し、疑わしい
者を「再教育する施設の設置」を定めた条項である。これらの条項は、「改正」以前に著された顧
華詳論文に触れられていない。
　改正『新疆ウイグル自治区過激化除去条例』　第３条　
　本条における「過激化」は、過激主義の影響を受け、過激的な宗教思想により、正常な生産、生
活秩序を乱す表現や行為を指す。本条における「過激主義」とは、宗教の狭義を歪めること、他の
手段により恨みを煽り、差別を扇動し、暴力を肯定する主張及び行動のことを指す。自治区は、過
激主義を防止し、抑止し、排除して、過激主義犯罪活動を防止及び処罰するものとする。
　同『条例』第４条　過激化主義の除去は、党の宗教活動についての基本原則、宗教の中国化及び
法治化方向を堅持し、積極的に宗教を社会主義社会にふさわしい方向へ導かなければならない。
　同『条例』第17条　県以上の人民政府は、過激主義の影響を受けた人員を教育し転化させるこ
とによって、過激化除去の工作をしっかり行うために、職業技能センターなどの教育・転化機関と
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管理部門を設立することができる。　　
　同『条例』第33条　職業技能教育訓練センターなどの教育・転化機関は、国家の標準語・文字、
法律、法規および職業技能に関する教育訓練の工作を行い、過激化除去のための思想教育、心理療
法、行動矯正を組織的に展開し、教育訓練を受ける人員の思想の転化を促進し、社会への復帰、家
庭への復帰を促すべきである。
　　
　誰もが『国際規約』第27条はもとより、『中国憲法』第４条、第38条「人格の尊厳」、さらに第
36条「宗教信仰の自由」等の人権条項および『国務院の民族区域自治法を実施する若干の規定』
第22条等、民族の「言語と文字を使用し、発展させる自由を保障」する条項と、如上の新疆ウイ
グル族を異端視する『過激化除去条例』とを比較し、その齟齬に唖然とするであろう。今日の中国
において、明らかに世界の人権憲章に反して、自国の憲法が保障する人権条項とも乖離するこうし
た実定法の制定、すなわち「法治」がなぜ許されるのであろうか。
　広く一国の法治は、憲法に依拠するものとされる。だが、中国の法治に限って、『中国憲法』の
上に位する「中国共産党の指導」に依ってなされてきた史実がある。この経緯を、鈴木賢教授は
「党国体制から党天下体制へ」（11）と簡明に表現している。今日の中国は、「党が国家の枠を超えて
一切を指導するようになり、党国体制は党が市場や『社会』をも統制する史上類をみない『党天下
体制』へと変容」している、と明言する。まさに「党が国家の枠を超えて一切を指導する」体制が
みられる。換言すれば、憲法を超克して法律を制定する異様な≪法治≫の実態が、自国の少数民族
に対する文化的生存権を恣意的に制限できる『過激化除去条例』の制定を可能にしてしまい、まさ
にその解釈と適用は「規範科学」の域をはるかに超越しているものである。
　この異様な法治の現実は、本稿顧華詳による『過激化除去条例』で注釈で明らかにされる。この
『過激化除去条例』こそ、国家の法的安定性のみを慮り、民族平等の実現という正義を蔑ろにした
不寛容な「実定法の不法」（gesetzliches Unrecht）であるといえよう。平等を実現するという正義
の目的を欠いた『過激化除去条例』に、はたして“法の規範性”があるであろうか。通山昭治教授
は、『2018改正中国憲法』第１条第２項に定めた「特徴としての党の指導」を直視し、そこに「法
の本質」からみて「法規範性を欠くおそれ」の存在を読み取っている（12）。ドイツの法哲学者ラー
トブルフ（G.Radbruch,1878 〜 1949）は、民族差別を公然と許したナチスの実定法を批判して、つ
ぎのように述べた。
　正義の追求がいささかもなされない場合、正義の核心をなす平等が実定法の規定に際して、意識
的に否認されたような場合には、そうした法律は、おそらく単に「悪法」であるに止まらず、むし
ろ法がもつ本質をまったく欠いているものである。（1946）（13）
　
Ⅱ. 『過激化除去条例』の背景　顧華詳論文をどう読むか。これは、まさに中国の国家とその法治
をどう見るかにかかっている。それだけに狭い「法学」という枠をこえて、政治学、歴史学、民族
学、宗教学等など、広い視野から問題点を明らかにすべきであろう。加えて、新疆・東トルキスタ
ン問題をめぐる優れた先行研究に学び、その民族がもつ史的内実に踏み込んだ考察も不可欠であ
る（14）。だが新疆に在住するウイグル族研究者による文献・資料の入手は至難である。それだけに
この地域に居住する漢民族研究者による研究情報に頼らざるを得ない。これが既述したごとく顧華
120
詳論文を選定した理由の一つである。今日、時勢を反映して顧華詳と同一歩調をとる論文は枚挙に
いとまがない。その一篇、ウルムチ（烏魯木斉）出身の沈 田（Chen Tian,1983 ～）の論文は、「共
産党の指導」をよく受容したものである。沈 田「世俗化と法治の概念:『新疆ウイグル自治区にお
ける過激化除去条例』第９条の規範への解読を切り口として」（2017）では、フランスの「ベール
禁止法」（2010）を根拠にして、『過激化除去条例』第９条を全面的に肯定している。この姿勢は、
『ウルムチ市公共場所における覆面チャードルの着用を禁止する規定』に関する顧華詳の注釈と何
ら変るところがない。沈 田は、『過激化除去条例』第９条は、宗教、信教の自由と生活事実の間を
狭める具体的法規の転化であって、憲法が規定している基本権に権利救済の保障を与えるものであ
る、と言う（15）。この立論は、「新疆ウイグル自治区」に住む漢民族の規範ないし法意識の一面を
表しているのではあるまいか。
　『過激化除去条例』をめぐって多種多様な議論がみられ、その立法経緯についても一様ではない。
そこで以下に、王 欣論文（前掲）の一節、「我が国の学界の過激化の起因（原文=帰因）に関する分
析及び新疆地区の過激化除去の政策」を通じて、顧華詳論文には触れられていない、中国政府が
『過激化除去条例』を制定せざるを得なかった背景、換言すれば、少数民族の生活の営みを過激化
の対象に据えざるを得なかった中国の実情を垣間見ることにしたい。王 欣は「新疆の過激化除去
は、実際のところ、宗教的な過激化の除去を突破口とした全面的な政治的治理（=管理）である」
と言う。いま、中国の“政治的治理”として、何が『過激化除去条例』を制定させたのか、その経
緯が明らかにされなければならない。王 欣は中国政府による民族政策の作為、不作為の過誤を指
摘しつつ、氏を含む五人の研究者の見解を分析して、つぎのように括っている。
　「我が国の学者たちは新疆における宗教的過激主義の蔓延について分析を行い、それが何に起因
するかについて分析を行った。馬品彦、任紅、李興華、呉雲貴（16）などの学者はそれぞれ分析や
論述を行っているが、これらの観点を総合してみると、マクロ的要因となるものは主に、国際的な
イスラム過激主義の発展、我が国の宗教管理と民族政策の過誤、社会発展の不均衡から生じた矛盾
と衝突の三つであるといえよう。
　まず、外部の環境からみると、国際的なイスラム過激主義の勃興が重要な時代背景である。近代
になってイスラム世界が衰えを見せ始め、中東の政治情勢も不安定で、人民の生活が苦しくなって
いく中で、過激思想がイスラム世界でますます広い影響力を持つようになって以来、保守的である
これらの宗教過激思想が様々なルートを通じて、改革開放とともに開かれた我が国に入り込んでく
るのは避けられなかった。一方、我が国の政府は、それに対する認識が不足しているため、直ちに
ファイアウオール（原文=火壁）を築くどころか、反って外国の過激的で保守的な宗教勢力に、我
が国での発展を好き勝手にさせてしまったのである。
　つぎに、政府の政策からいえば、改革開放後、新疆地区におれる一連の政策過誤で、基層部の執
政力が弱められ、宗教が発展することへのコントロールが不能になったため、三つの勢力が宗教の
優勢を利用して素早く南新疆の基層部を支配し、政府による基層部管理が棚上げ状態になったのを
好機として、民衆の中に宗教的過激思想を注ぎ込んだ。と同時に、教育と民族政策の過誤が情勢を
さらに悪化させ、南新疆の大量の若者が中国語を身につけておらず、この言葉の障害は文化交流の
障害をもたらしただけではなく、彼らの出稼ぎや学習活動にも影響を及ぼしたため、彼らを文化的
に阻害され、経済的に遅れた集団にしてしまったのである。宗教的過激主義が急速に発展している
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時期は、まさに改革開放時期であり、我が国の経済が早いスピードで発展している時期に当たり、
この時期では、転換期の客観的な矛盾の噴出が避けられず、経済発展が不均衡であるため、南新疆
地区では生活が比較的に貧しく、若者の就職率も低い。さらにこれらの矛盾は、腹に一物を持って
いる分裂勢力と宗教的過激勢力に利用され、民族間や少数民族の大衆と政府間の矛盾と隔たりを作
らせてしまったのである。
　第三に、個人の心理的なものに起因すると考える文献はあまり見られないが、趙桂芬などは、新
疆の暴力的テロ組織が形成された社会心理学的原因について次のようにまとめている。すなわち、
経済発展の不均衡がもたらした不公平感と挫折感、宗教と民族が作り出した民族凝集力、言葉の障
害がもたらす意思の不疎通、文化的な孤島や宗教過激主義の影響から生まれた認知失調、これらは
マクロ的起因と一致しており、客観的要素が個人の身に反映されたものである」と説く（17）。
　この分析からは、中国の研究者がみた『過激化除去条例』の背景を読み取ることができる。表現
の自由が制限されている中国で、その行間の記述には、『過激化除去条例』への迎合もあり、また
政府の政策に対する過誤への批判もなされている。それだけに何を肯定し何を否定すべきか、どの
部分をいかに読むかは、読者の判断に委ねられよう。明らかなことは、分析が、顧華詳注釈に展開
されているなかば公的な立法趣旨の説明とは、自ずと異なっていることである。批判されている改
革開放後、政府の方針としてなされたウイグル自治区における文化的基本権の容認は、むしろ多民
族国家の在るべき方向を示唆する、評価されるべき一面であったろう（18）。一方で、ただ憚られて
か触れられていない大問題がある。それは「新疆ウイグル自治区」を標的とした「漢民族の大量流
入の問題」ないし「漢民族移植」の問題である。移植の目的が、「新疆入植が新疆経済発展のため
であるという以外に、新疆住民の民族構成を変えて民族問題永遠に防ぐ良い方法である」と説かれ
ていた点は重要である（19）。この発想は、紛れもなく大漢民族による少数民族への差別意識に依拠
するもの他ならず、今日に至る経済的格差を生む主因であった。ここにみる所謂「経済侵略」は、
一方では少数民族の経済的権利の保障問題を生み、他方では辺境地の自然破壊となって農民、牧畜
民に多大な実害を与え続けている。これらは宋海彬・趙旭東による論文「我が国が直面している少
数民族の経済的権利保障をめぐる諸考察」（2015）等によって厳しく批判され（20）、自然破壊問題
は、早くから丁文英論文「中国における民族自治地域の自然開発と自治権の保護」（2004）（21）で
指摘され論難されていた。
Ⅲ.民族自治と「文化的同化」 　顧華詳論文には、重大な欠点がある。同様なことは王 欣論文にも
当てはまる。それは、新疆ウイグル自治区に居住する少数民族の「自治」への言及が皆無である点
である。確かに、王 欣論文で展開された「過激化除去から過激主義反対へ」の立論は極めて貴重
な論考ではある。しかし、なにゆえに中国で、新疆の少数民族のみが「過激化除去」の対象にされ
なければならないのか、その根拠が明らかにされていない。指摘されるべきは、前提として、この
地に居住する少数民族の全生活に関する史的考察が欠けているであろう。イスラム教徒ウイグル族
がもつ固有の歴史と伝統、換言すれば、中国における「新疆ウイグル自治区」の成立経緯をいかに
評価するかによって、「過激化除去」の根拠づけがまったく異なることであろう。この地に多年に
わたり居住し、固有の宗教に支えられ、かつ育んできたウイグル族の精神文化をどう理解するか。
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精神的主体性の発露である「自治」を蔑ろにして、民族がもつ言論の自由、宗教の自由等を制限し
ようとする施策それ自体に、根源的な問題が潜んでいるといえよう。「自治」は統治の「主体」が
なすべき営み以外にはなく、決して「客体」に貶められた者が被るものではない。まさに「自治
区」に生活する「主体」の史的な歩みを無視して、これを中国化の「客体」に貶める「政治的治
理」ないし法治は許されない（22）。毛沢東は「自治区の意思」を代表する「書記」は、少数民族か
ら選任されるべきこと説いた。（“書記由少数民族当”1956）（23）だが、毛沢東の指示は守られるこ
とはなかった。
　この解決は、王 柯教授による先覚的な著書『東トルキスタン共和国研究―中国のイスラムと民
族問題』（前掲）が示すように、少なくとも当該ウイグル族を、「中国人民政治協商会議共同綱領」
（1949.9）第5 １条にいう「民族区域自治」によって≪括られる以前≫に遡って、彼らの主体性を
尊重する観点から究めなければならない。ところが『54年中国憲法』が成立されるや、「自治区」
という≪括り≫は正統視され、第３条で「各民族の自治地方は、すべて中華人民共和国の不可分の
部分である」と規定されたことによって、少数民族は、国家における「部分」としての位置にお
かれることになった。これ以降、国家を後ろ盾にした大漢民族よる「部分」に対する歪んだ“客体
視”がはじまり、それは自ずと異なった言語、異なった宗教等を有する異民族に対する謂われのな
い“危険視”を醸成して、この地に生を設けて育った少数民族の尊厳ないし民族性の実在を、容認
できなくしてしまったことは想像に難くない。ここにいう“客体視”や“危険視”こそが、少数民
族を「過激化」の対象に当てがわれる不平等の根源であり、不正義以外の何ものでもない。「部分」
の個性を生かす寛容が、多民族国家に求められるべきである。このような差別観が生んだ≪民族同
化≫の軌跡は、王 柯教授の「二重の中国……1930年代中国人の辺彊認識構造……」（1995）（24）に
よく展開されている。
　時を経て、白書『中国の民族区域自治』（2005.2.28）や「『民族区域自治法』実施のための国務院
の若干規定」（2005.5.31）が発布されると、一方的に、第８条では「国家は、経済社会の発展規画
ならびに西部大開発発展戦略に基づいて、優先的に民族自治地方への資源開発および高度加工プロ
ジェクトを配分する」等と規定されたが、肝心の西部大開発発展戦略それ自体の是非を問う、少数
民族の主体的な意向、つまり「自治権」の保障が伴っていない。その一方で、第２条では「少数民
族の合法的権利および利益を保護」するとしつつも、「民族団結を破壊し、民族分裂を引き起こす
行為を禁止しなければならない」と定めた（25）。このような立場は、今日の『過激化除去条例』を
予見するものであったといえよう。当時においてこの『民族区域自治法』の実施をめぐって、「単
一民族自治をかたくなに堅持することは、“自治民族”と“非自治民族”の文化面での相互交流を
進めることに不利であり、国家統一、社会安定、民族団結に対して深い負の影響をもたらす」とす
る考え方が公然と説かれるようになった（26）。少数民族の「自治」が擁護されるどころか、中国文
化に包み込まれるようになったのである。少数民族がもつ「自治」の営みは、『民族区域自治法』
の下で、中国化へ向けた「文化的同化」（27）がなされる前提でのみ許された。王 柯教授が説く
『「少数民族」から「国民」への道程』（28）は、実は少数民族が辿る自治喪失の道程、ないし「文化
的同化」を強いられた歴史でもあったろう。宋海彬・蔡偉は、こうした「自治区」の歩みの中に、
少数民族の「民族性」が失われていく経緯を危惧して、これを「法」を通じて擁護すべきことを説
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いている（29）。
　芒来夫は、この間の「民族自治地方」の実情を証言して言う。「最近は、制度の理念と現実が乖
離し、自治権の形骸の傾向が目立つようになっている。そのため民族地方自治地方では、天然資源
の乱開発、生態環境の破壊、少数民族の生活空間の縮小、貧困層の拡大、産児制限の緩和および子
弟の進学時や幹部採用時の優遇など政府が実施する少数民族への優遇処置に伴う少数民族人口の激
増、少数民族の言語文字に対する有効な保護措置がなく、少数民族の言語の衰退が著しく、その存
続が危ぶまれるなど難題が起こっている（29a）。」これらは、少数民族に対する自治権の不備に起因
しているといえよう。芒来夫の証言にみられる国の少数民族に対する不寛容は、これまでもたびた
び問責されてきた。たとえば徳全英は、従来の「少数民族という概念規定」に疑問を提起して、論
文「少数民族の概念に関する諸問題―少数民族の権利問題をめぐって」（2003）（30）を著し、田 艶
は、少数民族のもつ言語や宗教という「文化的権利と自由」が侵害されている実態を突き、論文
「少数民族の基本的文化権を明らかにしよう」（2007）（31）と訴え，さらに潘弘祥は、少数民族の
「政治的権利」や「国家の扶助を受ける権利」、「税収管理の自主権」など多様な権利を総合的にま
とめ上げ、論文「少数民族権利保護の研究に関する総括」（2008）（32）を著わした。いずれも少数
民族の自治権を問う珠玉の論考である。
　とくに「文化的同化」に抵抗して「教育自治権」を掲げる、宋海彬（Song Hai Bin,1975 ～）の
論文「少数民族教育の民族性と教育を受ける権利」（2015）の問題意識（33）からは、まったくかけ
離れた「少数民族への再教育」が新疆ウイグル自治区で実践されている。この民族区域において
は、今日、『民族区域自治法』第10条「その地方の民族が自己の言語・文字を使用し、発展させる
自由をそれぞれもつ」の下で、少数民族がもつ固有の言語・文字をいかに保存させ、継承するべ
きか、旧来の「双語教育」の在り方が問われている。2018年に「改正」された『過激化除去条例』
第33条では、ウイグル自治区に「職業機能教育訓練センター」を設け、国家による標準語・文字
に関する教育訓練を行うことが明記されたことは上述のとおりである。第33条にいう、いわゆる
「国家共通の言語・文字」とは、漢語、漢文字を意味する、いわゆる「公用語」であろうことは明
らかである。第33条は、まぎれもなく「民族区域自治法」第10条が保障してきた当該民族の「言
語・文字を使用する自由」をその根底から覆すものといってよい。実地調査を踏まえて著した新井
凛子・大谷順子の先行研究論文「新疆ウイグル自治区漢語教育にみる言語とアイデンティティの
関係」（2016）は、この地における漢語教育が「その思惑とは裏腹に、ウイグル族の民   族アイデ
ンティティを強化している」（34）とする結論に至っている。言語ないし文字がその民族文化のバロ
メーターであり、かつ核心である以上、「国家共通の言語・文字」を使用するよう強要することは、
むしろ民族のアイデンティティをより強固にさせるであろうことを、新井凛子・大谷順子論文は示
唆している。
　「文化的同化」が、少数民族へいかに大きな反発を招くかという問題について、王 欣論文は『過
激化除去条例』に対して、あえて間接的な記述を以て鋭い批判を下している。すなわち、王 欣は
現下のヨーロッパにおいて進められている移民二世に対して「公用語」を強いることが、「移民二
世にアイデンティティの危機をもたらし、むしろ彼らのムスリム（イスラム教徒）へのアイデン
ティティを強めている」と指摘した。キャロライン（凱囉琳）を介して、『過激化除去条例』第33
条の「国家共通の言語・文字」の強要が、かえってウイグルの民族への「過激化」を煽ることにな
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るのではないか、その危惧を訴えている。曰く、
　公用語は「まず、文明の衝突の観点でいえば、ヨーロッパのムスリム二世に居住国の文化とイス
ラム文化との衝突に直面することを余儀なくさせる。つぎに、公用語は、イスラムをテロリズム同
様に扱うようにさせ、イスラムの宗教信仰を国家の価値観と対立させる。第三に、公用語は、反テ
ロ戦争をイスラムに対する戦争に変えてしまい、ムスリムに、ムスリムの身分と国民としての身分
との協調をできなくさせる。一方では、イスラムを名乗った襲撃テロが恐慌を作り、ムスリムと
その他の民族集団との関係を離間させ、偏り過ぎた公用語を刺激する。政府の対応処置が差別を作
り、差別と公用語がムスリム青年のアイデンティティ衝突を引き起こし、さらにアイデンティティ
の衝突が青年を困惑させる。他方では、不安定な中東情勢が手助けしているため、宗教過激思想が
すきを見ては、困惑している青少年をさらに困惑させる。結果的には欧米のムスリム青少年の思想
が過激化してしまい、そして過激化した青少年が新たなテロリストになってより多くのテロ事件を
起こしかねない。こうして、後を絶たない、自己刺激的で、悪化し続ける循環系統が作られてしま
う」と（35）。
　この言語とアイデンティティの衝突の問題こそ、『過激化除去』問題の中核である。ウイグル言
語で書かれたコーランを、日に五回口承して礼拝する生活習慣を持つウイグル族への厳格な規制
は、むしろ彼らが精神的な結束を図る動機にはなっても、「除去」の意図を納得させることはでき
ないのではあるまいか。一民族にとって伝来の言語や宗教等を否定されることは、拠って立つ生活
それ自体を否定されることを意味するからである。
Ⅳ. 宗教の自由と寛容　少数民族がもつ固有の宗教ないし信教の自由の抑圧が、『過激化除去条例』
のようにはっきりと表示された法規は他に類例をみない。顧華詳による注釈では、「過激化除去の
核心的目的は、信教の自由に堅実な法的保障を提供することである」、それは「中国化・法治化」
に向けて、「宗教が社会主義社会に適応するよう積極的に導く重要な活動である」という。この宗
教に関する見方は、イスラム教を信奉する少数民族ウイグルの宗教観とその活動に対して、彼らの
日々の生活が次第に「過激化」するのではないか、と危惧する観点にほかならない。顧華詳は「極
端化と宗教の信条とは背馳している」と述べてはいるものの、多くのごく普通の生活を営んでいる
穏健なウイグル族に対しても、「宗教過激思想」、「宗教過激主義」、「過激な宗教活動」、「宗教過激
勢力」等という言葉を当てている。そこには少数の過激な振る舞いをする者との区別がなされない
まま、ただ抽象的に「過激化」する危惧だけが強調されているのである。彼は論文には「穏健な」
信徒と「過激な」振舞いをする者とが判然と識別されていない。彼は、事のはじめから「過激主義
とテロリズムは元は同じであり、実は同じ穴の貉である」ので断固取り締まらなければならない、
と主張している（36）。
　中国が少数民族の宗教活動を声高に規制できる根拠は、中国憲法第36条第２項の「国家は正常
な宗教活動を保護する」とする条項にある。ウイグル族の宗教活動のうち、いったい何をもって非
「正常な宗教活動」とみなすのか、どのような行為が「過激な宗教活動」として指弾されるのか、
この「正常」であるか否かの判断は、憲法の上に位する「中国共産党の指導」にのみかかっている
といえよう。『過激化除去条例』にさきがけて定められた『国務院宗教事務条例』（2017.8）第63条
によれば、「　宗教極端主義を宣揚し、支持し、援助し、または宗教を利用して国家の安全・公共
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の安全を害し、または国民の団結を破壊したり、国家を分裂させたり、テロ活動をするような行為
をなし、もしくは公民の人身の権利、民主的な権利を侵害したり、社会の管理秩序を妨害したり、
公私の財産を侵害したりするような違法な活動を行い、犯罪を構成するときは、法によって刑事責
任を追及する……」と定めている。この「宗教極端主義」という概念ほど漠然としたものはない。
さらに、その「宣揚」、「指示」、「援助」、「宗教を利用」等々の言葉は、時と処によっては極めてあ
いまいで、如何ようにも解釈と適用ができよう。この開かれた犯罪構成要件の下では、「穏健」と
「過激」の差異は無に等しい。真に「宗教活動を保護」する寛容な刑事司法の在り方が求められる
所以である（37）。
　寛容は、イスラム教の教義の精神である。劉素民（Liu Su min,1967）は、論文「寛容：宗教の
自由および宗教間対話の前提について」（2005）の中で、イスラム教の聖典に依拠して、その信徒
が寛容の民であることを明らかにしている。曰く、
　「イスラム教では、善い行いを為すこと、人びとに寛容な態度で接することをムスリムのよい徳
の基本であるとみており、それはすばらしい報いを得るための重要な条件であるとする。信仰にお
いて、イスラム教では人に帰依することを強制せず、“宗教には強制があってはならない。正しい
道と迷妄とはすでに明らかである”というコーランの言葉の通り、ムスリムと非ムスリムとの間の
理解と寛容を提唱する。（gulan、古藍経2：256）また、“善と悪とは同じではない。（人が悪をし
かけても）より一層善行を以て追い払え。そうすれば、互いの間に敵意のある者でも、親しい友の
ようになる”（gulan,41：34）イスラム教では他人に不寛容であることを他人への侵害の始りであ
るとみて、悪徳とみなす。したがって、もし怒った時に、その怒りを抑えることこがアッラーに
褒められる振る舞いであり、かつ真の勇者の振る舞いとして敬われる。まさに寛容こそが人間の美
徳にほかならない。“よく堪え忍ぶ者以外は、それを成し遂げられないだろう。とくに幸運な者た
ち以外はそれを成し遂げられない”（gulan,41：35）寛容は人と人をつなぐ架け橋のようなもので、
つないでいるのは人の心である（38）。」如上にみる劉素民の価値観からすれば、大多数のイスラム
教徒は寛容を貴ぶ民族であり、これを「過激化」の対象に据える判断は、イスラム教および教徒へ
の明らかな無理解を意味している。
Ⅴ. 中華民族共同体意識とは何か　末尾ではあるが、『過激化除去条例』をめぐる論文が数多交差
するなかで、『過激化除去条例』に内在する法理論的根拠について究明したものを見つけることは
至難である。ただ一つ、『過激化除去条例』が制定される３年前に公表された「中央民族事務会議」
(2014)上の習近平講話がある（39）。講話は、その後の法制を進める一定の方向を占うものではなか
ろうか。議論の中心にあったものであるので、触れておきたい。習近平の“中華民族共同体意識”
論を真正面から取り上げた論考、閻麗娟・李智勇「“中華民族共同体意識”の理論的根源に対する
分析」（2018）をみよう。習近平講話は、多民族国家中国の構造をめぐって民族の多元一体化を積
極的に説く立場であって、後に特定の民族に強い警戒感を示して制定された『過激化除去条例』と
は、おのずと次元を異にしているのではないか、とも思われる。曰く
　「中華民族の多元一体化の構図についていえば、一体が多元を含め、多元が一体を構成する。一
体が多元から離れられない。多元も一体から離れられない。一体が大筋と方向であり、多元が要素
と原動力であるため、両者が弁証的統一である（40）。」「中華民族多元一体の格式」を高めるために
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は「積極的に中華民族共同体意識をしっかりと育成しなければならない（41）。」「何千年の歴史的長
い過程のなかにおいて、中国人民が一貫して団結を心一つにし、互いに協力し合って困難を乗り越
え、統一した多民族国家を建設し，56の民族の多元体という民族関係にまで発展させ、互いに気
配りをして助け合って中華民族の大家族を誕生させたのである（42）」と。
　我われは、「中華民族の多元一体」論と「中華民族共同体意識」論にどう向き合うべきか。厳 慶
は、中華民族よりは「中華民族共同体」という実体に注目すべきとする観点に立って、「中華民族
共同体意識は、人々が中華民族共同体の本体に対する認識と反映であり、概念的認識を含めるだ
けではなく、アイデンティティ的帰属、論理的解読も含めるものである」（2017）と解し、さらに娜 拉
は、この共同体意識は「中国民族関係史、中華文化に対する承認が中華民族共同体を築く基礎であ
る」、それゆえ「各族は共に中華を創造する」、「中華民族共同体を養成し、その歴史的承認の基礎
である」とする観点（2017）を主張する。閻・李論文では、この両者の考え方が肯定されている（43）。
　ともあれ、真実、如上の「多元一体」論と「中華民族共同体意識」論が56の「少数民族」を、
差別することなく平等な構成員一員として包摂する、そのような民族共同体を構築することを予言
したものであり、かつ共同体を育んでいる“民族の共通認識を法治に凝聚させる”（44）ことができ
るとすれば、国家は一部の少数民族に焦点を当てた『過激化除去条例』を早晩廃棄することになる
であろう。そこには、大漢族に傾斜した「中華民族」観は姿を消し、少数民族の言語や宗教等とい
う文化的価値を貴ぶ意識によって培われた「民族共同体の法治」、すなわち真に民主的で自由な多
民族国家が実現するにちがいない。 はたして「多元一体論」と「中華民族共同体意識」論の真意
は如何。いま、その虚像と実像が問われている。
　
註（1） 孔子（BC479）は『論語』で、「居上不寛」（上に居て寛ならず）〔八佾、第三〕と記している。この趣旨
を「法治」において実践すべきことを主張した論文をあげよう。王福民「論寛容与自由的張力（寛容と自
由の張力について）」（2006）;　雛吉忠「論現代制度的寛容功能―現代制度的寛容本性与自由秩序的形成
（現代制度における寛容の機能について―現代制度における寛容の本性と自由な法秩序の形成）」（2000）; 
尹華容「論政治的寛容的憲政実現機制（政治的寛容の政権実現メカニズム）」（2007）;　陳根発「法律寛容
是什么（法律上の寛容とはどういうことか）」（2009）;　劉素民「寛容：宗教自由及宗教的対話前提（寛
容：宗教の自由及び宗教間対話の前提）」（2005）；杜鋼建「寛容的思想与思想的寛容（寛容の思想と思想
の寛容－儒学思想と寛容な憲政）」（2000）がみられる。鈴木敬夫編訳『現代中国の法治と寛容－国家主義
と人権憲政のはざまで－』（成文堂、2017）5頁以下に所収。かえりみて、或る時期から法治の不寛容批判
論は声を潜めている。
　（2） 以前から『国際人権規約』を掲げた少数民族に対する人権擁護論が説かれている。たとえば李忠「論少数
人権利―兼評≪公民権利和政治権利国際公約≫第27号－」『法律科学』1999年第5期3頁以下；孟国碧「少
数人権利的比較調適－兼論我国加入≪公民権利和政治的権利国際公約≫的法律調整問題」『広東商学院学
報』2005年3期85頁以下；何立慧「論少数民族人権的特殊保護―従国際人権立法与実践的視覚」『民族研
究』2007年第4期22頁以下など。
　（3） 王 欣「反極端主義視角下的中外去極端化比較研究」『中国人民公安大学学報（社会科学版）』2018年第3期
47頁以下、とくに57頁〜 58頁。管理学博士。中国人民公安大学調査と反テロ学院準教授、公安情報セン
ター研究員、辺境安全と平安中国研究センター研究員。1999年〜 2015年に中国人民公安大学図書館にて
情報システムの開発と運用に携わり，2016 年に捜査とテロ対策研究所情報技術研究室に転勤。15篇の論
文と著書がみられる。
顧華詳：過激化除去の法治措置について　―『新疆ウイグル自治区過激化除去条例』の解読を兼ねて―　127
　（4） 顧華詳「論去極端化的法治措置－兼解読≪新疆維吾爾自治区去極端化条例≫」『科学与無神論』2018年第6
期、14頁以下。別掲◎ 著者紹介参照。
　（5） 2014年、中国は「改正」『新疆ウイグル自治区宗教事務条例』を発布した。これによってイスラム教徒ウ
イグル族の精神的な支えである宗教的営みが「過激化」の嫌疑がかけられ、厳しく制約されることになっ
た。これが現下の『過激化除去条例』第９条の雛型である。すなわち、「すべての組織と個人は、宗教の
過激思想を宣伝してはならない。宗教の過激活動に参加してはならない。宗教活動を利用して、又は宗教
の名を借りて正常な生産経営活動に干渉してはならない。結婚式や葬式など民族習慣と生活習慣に干渉し
てはならない。文化、文芸、体育などの活動に干渉してはならない。法律に依って婚姻届を提出しなかっ
た婚姻に対して、宗教的儀式を行ってはならない。容貌、服装、シンボル、マークなどを利用して宗教へ
の狂信を誇張し、宗教の過激思想を伝播してはならない。脅迫や強制手段を用いて他人に宗教的に過激な
服装や宗教的に過激なシンボル、マークを身につけさせてはならない」等と規定されている。
 　指摘されるべきは、新疆に居住するウイグル族の宗教生活のすべてが、極めて漠然とした「過激活動」
ないし「過激思想」という法概念によって拘束される対象となり、『中華人民共和国反テロリズム法（反
恐怖主義法）』の同様な条項と併用されて、科刑の対象となることへの危惧である。この『新疆ウイグル
自治区宗教事務条例』と、その後に制定された『過激化除去条例』の開かれた犯罪構成要件を以てすれば、
ウイグル族の全生活は極めて狭められることである。
　（6） この問題を取り上げた報道は極めて多い。そのなかで、国内周知の『朝日新聞』（全国版、2019.3.19）は、
つぎのように報じた。
 「新疆「テロリスト」1.3万人拘束　中国、白書で発表　根拠しめさず　中国政府は18日、新疆ウイグル自
治区での反テロと人権状況に関する白書を発表し、2014年以降、新疆で約1万3千人の「テロリスト」を
拘束したことを明らかにした。同自治区で多数のウイグル族が不当に拘束されているとの国際批判に、「テ
ロとの闘い」を強調して対抗する狙いもあるとみられるが、テロリストと認定した根拠などは示していな
い。「新疆の反テロ、過激化除去闘争と人権保障」と題した白書は、同自治区でイスラム過激派や分離独
立派などによるテロ事件が相次いで起きたこと強調。14年以降、当局が1万2995人の「テロリスト」を拘
束、1.588の「テロ」組織を摘発したとした。また、4858件の「違法な宗教活動」に関わった計3万645人
を取り調べたことも明らかにし、新疆を「国の反テロの主戦場」と位置づけた。15年以降、中国当局は反
テロ法の制定などを通してウイグル族らの締め付けを強めてきた。同年の統計で、同自治区に暮らすウイ
グル族は約1100万人。白書は、拘束したとする1万3千人をテロリストと認定した具体的な根拠は示して
いない。米国務省が今月発表した18年の人権白書は、80万から200万人以上のウイグル族らが再教育施
設に収容され、虐待や拷問を受けていると指摘した。白書は再教育施設について、「テロを未然に防ぐた
めの職業技能教育訓練センター」と説明。「過激派の影響を受ける人は教育水準が低く、中国の法律や職
業技術を学ぶことで危険思想から脱することができる」などとしたが、収用人数は明らかにしなかった。」
（上海=宮嶋加菜子）さらに、同紙は2019年5月19日、1 〜 2面を当てて、いわゆる“再教育営”につい
て『新疆ウイグル自治区「再教育施設」ルポ』と題して、「中国化」の象徴ともみられる「職業技能教育
訓練センター」を詳細に報じている。
　（7） 『人民日報』「中央民族工作会議」　国務院第六次全国民族団結進歩表彰大会在北京挙行（2014.09.30）；閻
麗娟・李智勇「“中華民族共同体意識”的理論淵源探析」『広西民族研究』2018年第4期9頁以下参照。
　（8） 我われは「同化」をいかに受け止めるか。いま「同化」を指摘する場合、日本人ないし日本民族は、先の
第二次世界大戦期に帝国憲法の下において、隣国への植民地化を進め「皇民臣民化」を図った史実と、朝
鮮・韓国民族に苦痛を与えたとう自省に立脚して、常に異民族に向けられる同化の不法性を問わなければ
ならない。法律による植民地同化の不法性を明らかにした、鈴木敬夫著『朝鮮植民地統治法の研究―治安
法下の皇民化教育』（北海道大学図書刊行会、1989）、とくに皇国臣民への「同化」を進めた「朝鮮教育令」
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については、92頁以下に詳しい。李善英は、「皇国臣民化政策は朝鮮民族固有の言語や姓名、文化の抹殺
を図っており、朝鮮人に傷跡を残している」とする。李論文「植民地朝鮮における言語政策とナショナリ
ズム－朝鮮総督府の挑戦教育令と朝鮮語学会事件を中心に―」『立命館国際研究』25-5（2012,10）157頁。
さらに同化ないし皇民化を煽った法哲学者尾高朝雄の法思想を問責して、拙著「道義朝鮮と徴兵制度－戦
中期『尾高法哲学』の一側面」『専修総合科学研究』第21号（2013.10）1頁以下。中国における「同化」
問題も日本が行った「皇国臣民化」問題も、異民族の主体性を否認する点で何ら変わるところはない。
　（9） 建国以前から「完全な民族自決と民族平等を実行する」と説かれていた（「中共中央関於内蒙工作計画大
綱」1930年11月5日）。その意味するところは、「民族と民族との関係において互いに平等であること」
（民族間関係）と「どの民族も他の民族との平等な関係を有すること」（１民族）であって、当時における
レーニンの指導思想に導かれたものとされる。王柯「少数民族から国民への道程―現代中国における国民
統合という視点から」『アジア研究』47-4（2001）45頁。王柯教授のいう平等の観念は、敢えてレーニン
を引くまでもなく、近・現代法学において貴ばれる法の理念である。指摘された実質的平等の意義につい
て、潘紅祥「少数民族権利保護的理論基礎探析―基於実質平等視覚的分析」『中南民族大学学報（社会科
学版）』第33巻第1期に詳しい。
　（10） 価値相対主義を明らかにした鈴木敬夫著『相対主義法哲学与東亜法研究―一位日本拉徳布魯赫主義者的理
論追求』（法律出版社、北京2013）は、中国において広範に受容されている。なお、同著『法哲学の基礎
―ラートブルフの法哲学』（成文堂、2003），第2章、価値相対主義小考　参照。この思想は、法治国家内
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『江西警察学院学報』第2期（2018.3）51頁〜 55頁：肖建飛・孫志敏「“極端主義”与“極端化”含義分析
－基於≪反恐怖主義法≫与新疆≪極端化条例≫的本文考察」『実事求是』2018年第4期32頁〜 37頁等参照。
　（16） この4人は各々独自の立場で「宗教極端主義」の問題点を指摘している。馬品彦・任紅「宗教極端主義在
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『21世紀東アジア社会学』2016（8）57頁〜 74頁、とくに64頁。この敏感な問題について、いち早く指摘
したのは格日楽であろう。論文「中国民族教育における教育自治権について―民族教育の使用言語文字と
教育内容に対する自治権を中心に―」において、民族教育の衰退を指摘して曰く、「民族教育において、
中国語の使用を過度に強調することは、逆に少数民族の反感をかってしまうことになる。」『中国少数民族
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　（36） 顧華詳「論極端化除去法治処置」（前掲）14頁、15頁、17頁。
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付　　記：この翻訳と「あとがき」を記すに際して、『新疆ウイグル自治区過激化除去条例』、『刑法改正（九）』等の
諸法規の収集及び諸論文収集について、坂口一成教授、邱昌茂講師に、そして多様で難解な熟語や中国語
の解釈について、徐 寅講師に共訳者同等のご教示を得た。記して感謝の意を表する。特に中国語訳者サ
マリー（提要）の作成については、宋海彬教授にご懇切な指導をいただいた。御礼を申し上げる。
